
はじめに

建設⼯事は、各種専⾨⼯事の総合的組み合わせにより多様化し、かつ重層下請
構造で施⼯されています。このような特⾊を有する建設業において、建設⼯事を
適正に施⼯するためには、建設業法を遵守して適正な施⼯体制を確保することが
必要です。

本書では、建設業法で定められた内容について、特に建設⼯事の施⼯体制に関
係する技術者の設置、施⼯体制台帳の作成、施⼯体系図の掲⽰等⼯事現場で遵守
すべき規定を中⼼に、その趣旨等を解説するとともに、適正な請負契約の締結の
⼿順及び下請代⾦の適正な⽀払⽅法について説明します。

令和４年６月 変更のポイント

・問６・・・甲型ＪＶ、乙型ＪＶの注釈等追加
・問１４，２０･･･施行規則改正による施工体系図及び標識（許可票）の掲示におけるデジタルサイネージ等の活用を追記しました。
・資料 監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格等･･･監理技術者又は主任技術者となり得る者の国家資格以外の要件を注意書きしました。

令和５年１月 変更のポイント

・問２・・・金額要件の修正
・問４・・・金額要件の修正、テレワークを認める記述の追加
・問５・・・金額要件の修正、２以上の工事を同一の主任技術者、監理技術者が兼務できる場合の要件の修正、

テレワークを認める記述の追加
・問６・・・金額要件の修正、公共工事の場合に関する注釈の修正
・問７・・・金額要件の修正
・問１３・・・金額要件の修正
・問２０・・・記載要領４．の記述の修正
・資料（国家資格等）・・・登録基幹技能者講習の資格区分の追加

令和５年７月 変更のポイント

・問３・・・【指導すべき法令の規定】における法律の削除・追加
・問７・・・監理技術者資格者証の様式の修正
・問１５・・・②、④「外国人建設就労者」の表記の削除
・問１７・・・②、④「外国人建設就労者」の表記の削除
・資料（記載要領）・・・施工体制台帳および再下請負通知書の記載例修正
・資料（国家資格等）・・・監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格等一覧の資格区分の追加および実務経験年数の追記

令和５年９月 変更のポイント

・資料（国家資格等）・・・監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格等一覧の資格区分の追加
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